
* E-mail: beech@go.tvm.ne.jp
1 こやま やすひろ　長野県林業総合センター

はじめに

　数百年にわたって生き続けるものもある樹木が、健

全に生育していくためには、気象条件や天敵などの環

境条件に適応していることが必要である。このため、樹

木を植栽する場合は、環境条件の不適合をできるだけ避

けるため、植栽地からできるだけ近い場所で得られた種

苗を用いることが望ましいと考えられている（Montalvo 
and Ellstrand 2000）。日本国内で最も多く植栽されたスギ

では、太平洋側産のスギを日本海側へ植栽すると雪害

を受けやすい（前田ら 1992）ことなどから、林業種苗

法により種苗配布区域が区分され、気象条件の異なる

地域への種苗の移動ができない。

　近年、森林の持つ多面的機能の高度発揮への期待など

から、「針広混交林化」や「広葉樹林化」の推進が図ら

れるようになり、人工植栽により広葉樹を導入する事例

も増加している。ところが広葉樹は、林業種苗法で規

定している対象樹種とはなっていないため、種苗の配

布区域が定められておらず、全国規模で流通している（茨

城県林業技術センター 2005）。さらに広葉樹種苗の産地

についても、種子を専門業者から購入している事例や、

植栽木で構成される公園等から種子を採取しているこ

とも多い（小山 2005）。すなわち現在、植栽されている

広葉樹は、原産地が特定できないことが多く、環境条件

が異なることで植栽木が健全に育たない可能性もある。

一方で植栽木が成長したとしても、周辺の自生個体と

の間で交雑を繰り返すと、自生集団への遺伝的な影響

も危惧され（津村・岩田 2003）、地域の遺伝的固有性が

失われるなどのおそれがある。

　木材生産を目的とする植栽であれば、植栽木が健全

に生育すれば問題はないが、広葉樹を植栽する場合の

目的は木材生産に限らない。近年、地域本来の植生を復

元または再生することを目的として広葉樹が植栽され

る場合もある。このようにして植栽された樹木は、地

域の生態系の中に組み込まれることから、地域の遺伝

的な変異も考慮に入れておく必要がある。

　このためには、遺伝的に分化した集団を混合せずに、

個別の遺伝的管理をすることが必要であり、このような

管理の単位を「保全単位」とする考え方が整理されて

いる（Riddle and Hafner 1999）。保全単位は、遺伝的な分

化がなく、適応性が異ならない集団を一つのまとまり

として捉えている。保全単位の設定は、現在成立して

いる天然林集団の遺伝的な地理的変異を把握し、植栽し

た場合の環境適応性も把握した上で、定める必要がある。

　本研究で対象としたブナは、北海道南部から九州まで

分布する高木性落葉広葉樹であり、地域の自然再生のた

めに造林される事例が増えている。ブナは、葉面積が日

本海側と太平洋側で大きく異なる（林 1969）ことに加

えて、多くの適応的な表現形質に地理的な変異が認めら

れている。さらに、中立な遺伝的変異にも葉緑体DNA
（Fujii et al. 2002など）や核マイクロサテライト（Hiraoka 

and Tomaru 2009）等の遺伝マーカーを用いた集団遺伝学

的な研究が行われており、表現形質と同様に日本海側

と太平洋側との間に遺伝的な分化が確認されている。

　ブナの地理的変異の多くが、日本海側と太平洋側の

間で異なることが多いため、両者間での種苗を移動さ

せると、上記に述べたような問題が発生する可能性が

ある。日本海側と太平洋側の両地域にまたがる長野県は、

県内に大きな変異が認められる可能性があり、同一県

内でブナの種苗を移動させた場合でも何らかの影響が

発生する可能性が考えられる。

　そこで、本研究では、長野県におけるブナの保全単

位を定めることを目的とした。調査は、長野県を中心

としたブナ天然林集団を研究材料として、中立な遺伝

的変異である葉緑体ゲノムと核ゲノムの地理的変異を

調査した。さらに、適応的な表現形質と考えられる葉

面積の変異を調べ、これらの結果を参考として、異な

る地域間でのブナ苗木の移植試験を行った。これらの
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結果に既存の植生データ等を考慮することで、長野県

におけるブナの保全単位を定めた。

葉緑体ゲノムの地理的変異

　母性遺伝するブナの葉緑体ゲノムは、これまでの研

究（Fujii et al. 2002）により、分布域全体で 13種類の葉

緑体DNAハプロタイプが検出され、それらの地理的分

布に強い構造があることがわかっている。しかし、こ

の研究では全国 44集団を対象としているため、長野県

周辺の詳細な地理的分布は把握されていない。そこで、

長野県全域のブナ天然林を網羅するように集団として

成立しているブナ天然林 30集団を対象として、5個体

以上のブナ成木から新鮮葉を採取した。一方の人工林

は 1990年から 2004年にかけて植栽された 20集団を対

象として5個体以上の新鮮葉を採取し、DNAを抽出した。

　そこで、先行研究（Fujii et al. 2002）で類別した葉緑体

DNAの 2領域（trnL-trnFと trnK）を対象として、全国

で類別された 13のハプロタイプのうち、長野県周辺で

出現する可能性が高い 8つのハプロタイプに着目して、

6カ所の一塩基多型と 4つの挿入・欠失を選び、供試個

体のハプロタイプを決定した。

　その結果、天然林集団では B、D、E、F の 4 種類の

ハプロタイプが検出され、それらの地理的分布は明瞭

な構造を示すことがわかった（図− 1左）。このうちハプ

ロタイプD、E、Fは主に本州太平洋側に分布し、ハプ

ロタイプBは本州の日本海側に分布している（Fujii et al. 
2002）とするこれまでの結果がさらに詳細な地図により

示された。

　一方、人工林集団では、北海道や本州日本海側の多

雪地域に分布するAとBの 2種類のハプロタイプのみ

が検出され（図−1右）、長野県内の天然林に見られるD、E、
Fの 3種類のハプロタイプは確認できなかった。人工林

20集団のうち太平洋側の寡雪地域に位置する 15集団は

A、Bを保有する苗木によって造られており、天然林集

図− 1　長野県において調査したブナ天然林集団（左）と人工林集団（右）の位置と検出された葉緑体 DNA ハプ

ロタイプ。英字は検出されたハプロタイプ。斜字は Fujii et al. （2002）での調査結果。複数のハプロタイプが

検出された場合は英字の後ろに検出数を括弧書きで記載。
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団の系統と異なる多雪地域由来の苗木が植栽されてい

たことがわかった。

核ゲノムの地理的変異

　母性遺伝する葉緑体ゲノムで遺伝的な構造が確認さ

れたものの、現在の天然林集団の遺伝的な状況を反映

させるためには、花粉流動の影響も考慮して核ゲノムの

地理的変異を確認する必要がある。核マイクロサテラ

イト変異を対象とした分布域全体での先行研究（Hiraoka 
and Tomaru 2009）では、日本海側と太平洋側で大きく異

なっていたが、長野県内の調査は行われていないため、

県内の区分が不明である。

　そこで、長野県とその周辺に成立するブナ天然林集団

を対象として、日本海側から太平洋側までの間を広く網

羅した25集団を対象として、平均30.5個体（15～64個体）

の新鮮葉または冬芽を用いてDNAを抽出し、先行研究

で解析に用いた 14座を使い、遺伝子型を決定後にデー

タ解析を行うことで、集団の地理的傾向を調査した。

　調査したブナ天然林集団について、集団間の DＡ距

離に基づく近隣結合法を用いた集団系統樹を作成した

ところ、日本海側と太平洋側の集団間に明瞭な遺伝的

分化は認められず、日本海側と太平洋側の間で緯度に

沿った連続的な変異が生じていた（図− 2）。特に、本研

究で調査した内陸部に位置する集団（11～ 14）は、図−

1に示す葉緑体ゲノムでは太平洋側と判断されたが、核

マイクロサテライトの解析では、日本海側の系統とも

太平洋側の系統とも判断できなかった。

葉面積の地理的変異

　ブナの葉面積は、日本列島の南から北、および西か

ら東に向かって大きくなる傾向があり（萩原 1977）、産

地試験の結果から遺伝的に固定された変異であると考

えられている（小池・丸山 1998）ことから、適応的な

表現形質の一つと考えられる。

　そこで、長野県とその周辺に成立するブナ天然林 38
集団を対象として、各集団の林冠到達木 3～ 10個体の

根元から落葉を採取し、葉面積を測定した。なお、乾

燥等の影響を考慮して、少雪少雨にあたる長野県中部

のブナ天然林集団を多くした。

　今回の結果、本州中央部のブナ天然林集団の葉面積は、

日本海側と太平洋側の間で緯度に沿った連続的な変異

となっていたが（図− 3）、経度との間には関係が認めら

れなかった。

　なお、葉面積と気象条件との関係を調べたところ、温

量指数との関係が高かったものの、葉面積の大小に影

響を与えると考えられる生育期間の降水量との関係は

認められなかった。すなわち、葉面積の変異は気象的

な要因ではなく、遺伝的な影響が大きいと判断された。

相互移植試験

　前項までの結果から、長野県を含む本州中央部では、

中立マーカーを用いた遺伝的変異と適応的な表現形質

の変異の双方が確認された。遺伝的形質と表現形質の

双方が地域間で異なる事例があるスギでは、産地を越

図− 3　ブナ天然林 38 集団における緯度と葉面積との

関係

図− 2　本州中央部において核ゲノムの地理的変異を調

査したブナ天然林 25 集団の位置（左）と DA 距

離にもとづく近隣結合樹
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えた植栽を行うことで成長への影響が指摘され、種苗

の移動が制限されていることから、ブナでも同様の問

題が発生する可能性があると考え日本海側ブナ集団と

太平洋側ブナ集団で採取した種子から得られた苗木を、

日本海側と太平洋側で移植させた。

　試験に用いたブナの種子は、豪雪地域の日本海側に位

置する長野県下高井郡野沢温泉村産（JS）と、少雪地域

の太平洋側に位置する山梨県南都留郡山中湖村産（PO）
とした。この種子で育てた苗木を、豪雪地域の長野県北

部の下水内郡栄村（Sakae）と、少雪地域の長野県中部

の塩尻市片丘（Shiojiri）及び長野県東部の小海町（Koumi）
へ植栽して試験地とした。試験地では、2年 3ヶ月間に

わたって樹高と被害の有無、生死等について調査した。

　その結果、日本海側の栄では、太平洋側産（PO）産

の稚樹で被害が多く、日本海側産（JS）の稚樹では被害

が少なかった（図− 4上段）。枯死を含めた被害の多くは

主軸の折損や幹曲りなどの雪害によるものだった。

　一方の塩尻と小海では、太平洋側産の稚樹で被害が

少なく日本海側産の個体で被害が多かった（図− 4中段、

下段）。両試験地では、苗木の大半が枯損や成長不良と

なった。成長不良となった原因の多くは、春になっても

主軸の先端部が開芽せずに、主軸の下部のみが開芽する

「先枯れ」によるもので、冬季に樹体内の水分通導に障

害が発生し、先端部が枯死した凍害の一種と考えられた。

　この結果、植栽木の樹高は、どの試験地においても

種子の産地間で差が生まれ、種子の原産地に近い環境

の方が良好な成長をしていた。しかし、健全木の樹高

成長には種子産地間では差がなかったことから、ブナ

は原産地と同様の環境下へ植栽すれば健全に生育する

可能性が高いが、原産地と異なる環境へ植栽すると、冬

期に成長が阻害される可能性があることが示唆された。

保全単位の設定

保全単位の設定方法

　以上のように、ブナでも種苗の移動による成長阻害

が針葉樹の場合と同様に確認されたことから、種苗の

移動を行わないための判断基準として、長野県内に「保

全単位」を設定する必要がある。保全単位は、自然条

件の違いで区分することが基本であるが、種苗の移動

を規制することを考えると、保全単位を設定した後の

施策が実効性のあるものにする必要がある。このため

には、私たちでもわかりやすいような明瞭な境界によっ

て区分されるのが適切である。そこで、本研究では、林

業種苗法で示した種苗の配布区域と同様に境界線を引

く手法を採用することにした。

　保全単位は、中立的な遺伝的変異に加えて、適応的

な遺伝的変異も考慮すべきである（津田 2011）。そこで、

本研究で実施した中立的な遺伝的変異と、適応的な表

現形質である葉面積の地理的変異を考慮した。さらに、

移植試験の結果と、ブナ林の植生分布（福嶋ら 1995）
を考慮して、長野県におけるブナの保全単位を検討した。

今回の調査結果からの検討

　本研究では葉緑体ゲノムと核ゲノムの 2種類で中立

的な遺伝的変異を調査した。その結果、葉緑体ゲノム

では長野県北部に見られたハプロタイプBが日本海側

に広く分布する系統であり、長野県の中南部に見られ

たハプロタイプD、E、Fはいずれも太平洋側に分布し

ている（Fujii et al. 2002）ことから、現在の長野県のブナ

集団を日本海側と太平洋側の集団に区分すると、ハプ

ロタイプのBとそれ以外に分けるのがよいと判断した。

　一方で核ゲノムの地理的変異は、日本海側と太平洋

側の間の連続的な変異であった。この結果は、分布域

全体において日本海側と太平洋側では明瞭な遺伝的な

図− 4　3 つの移植試験地における 2 つの種子産地（JS：
日本海側、PO：太平洋側）由来のブナ稚樹の枯死、

被害、健全個体割合
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分化があるとする結果とは異なった（Hiraoka and Tomaru 
2009）が、適応的な形質である葉面積の変異が連続的で

あったことと一致していた。

植生区分からの検討

　日本のブナ林の群落構造は、日本海型のブナ－チシ

マザサ群団と太平洋型のブナ－スズタケ群団に区分さ

れる（福嶋ら 1995）。長野県における両者間の境界は、

長野県の中部を分断しており、この境界線は最深積雪

深 50 cmと近似する（土田 1987）。積雪の多寡がブナ林

の群落境界を定めているということは、日本海側の多

雪地帯と太平洋側の寡雪地帯の間でのブナの移動は好

ましくないとした、今回の移植試験の結果とも関連し

ている。さらに、群落の境界は、葉緑体ゲノムの地理

的変異から示された日本海側と太平洋側のブナ集団の

境界とも近似していた。

　参考までに、ブナ群落の境界付近に成立するブナ集団

について、既往の植生結果を検討したところ、日本海型

と太平洋型のブナ林に典型的に出現する植物種が混生

するなど明瞭な区分が難しい群落も認められた。このこ

とから、群落境界も厳密なものではなく、一定の幅を持っ

た緩やかな境界であると解釈できた。

長野県のブナ保全単位の設定

　以上の議論からすると、長野県におけるブナの保全単

位は、長野県の中部を境界として日本海側と太平洋側の

2つに分けられると考えられる。また、境界付近では遺

伝的な区分と植生区分のそれぞれに曖昧な場所がみら

れることから、厳密な境界ではなくより実効性に配慮し

た境界がよいと考えられる。針葉樹の種苗配布区域を

定めている林業種苗法においても、種苗配布区域は原

則として都道府県単位で区分されており、同一県内に

配布区域が区分されている長野県の場合でも、行政指

導の観点から県の広域行政圏と一致させており、北部

の日本海側が北信、長野、北安曇 3地方事務所管轄区域、

南部の太平洋側が佐久、上小、諏訪、上伊那、下伊那、

木曽、松本の 7地方事務所管轄区域が該当している。

　長野県におけるブナ林の境界は、葉緑体ゲノムの地

理的変異から示される境界とおおよそ一致し、多雪地

と寡雪地間での種苗の移動を避けるべきとした移植試

験の結果とも関連しており、重要と考えられる。さらに、

針葉樹の種苗配布区域も、松本地方事務所管内の一部

を除けばほぼ一致していた。

　松本地方事務所管内には、移植試験を行った塩尻市

が含まれ、この周辺には太平洋側の系統を植栽するこ

とが望ましい。しかし、飛騨山脈に近い松本市安曇（旧

安曇村）と安曇野市では、葉緑体ゲノムや核ゲノムの

系統が日本海側に属すると考えられ、ブナ林の種組成

でも日本海型と考えられた。これらの結果を踏まえると、

松本地方事務所管内は、原則として太平洋側に含まれる

が、飛騨山脈に近い安曇野市及び松本市安曇（旧安曇村）

は、日本海側に含めることが適切と判断される。

　これらの結果を総合して、長野県のブナ保全単位は、

針葉樹の種苗配布区域と同様に広域行政圏の区分であ

る地方事務所の管轄区域で南部と北部に分けるが、松

本地方事務所の管内については、松本市安曇と安曇野

市のみを北部へ組み込み、そのほかの松本地方事務所

管内は南部に区分することが望ましいと定めた（図− 5）。
なお、移植試験の結果でも明らかなように、保全単位

の境界を越えた種苗の移動は、生残や成長への影響が

大きいだけでなく、ブナの自生個体との交雑によって

もたらされる将来的な悪影響が生じないようにするた

めにも、避けるべきである。このため、長野県の北部

は日本海側系統のブナを、南部は太平洋側系統の苗木

を植栽する必要がある。

図− 5　長野県のブナ保全単位
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おわりに

　本研究では、長野県およびその周辺に分布するブナ天

然林集団の中立的な遺伝的変異と適応的な遺伝的変異

を詳細に調査することに加えて、移植試験を行うことで、

長野県におけるブナの保全単位を設定した。今回の結

果から見て、ブナは日本海側と太平洋側の間での遺伝

的変異が大きく、両者での種苗の移動を避けるべきであ

ることから、長野県と同様に日本海側の多雪地域から太

平洋側の寡雪地域までが含まれている岐阜県や兵庫県、

福島県のような地域では、ほぼ同じ手法により県内を

二分する保全単位を設定することが望まれる。とはいえ、

保全単位は一度設定すればそれで終了するわけではな

い。地球温暖化などによる環境条件の変化や、遺伝解

析技術の進化など更なる研究の進展によって、適宜変

更していくことが必要になる。すなわち、保全単位は

常に新しい情報を盛り込みながら更新を繰り返す順応

的な管理が必要であると考えられる。

　なお、本稿は 2012年 3月に名古屋大学に提出した博

士学位論文の内容について紹介したものである
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